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  The concept of technology assessment (TA) became widely known in the late 1960's when pollu-

tion and other environmental problems were beginning to become  visible. Its aim was and is to 

assess newly-emerging technologies so as to foresee possible negative impact on society and there-

by to take preventative  action  . 

  Such adverse effects of technology on the quality of people's lives became a sensitive issue that 

politicians in the United States had to face or else lose  elections  . In 1972 TA became firmly 
established in the political system of the United States and was institutionalized by the creation of 

the Office of Technology Assessment (OTA) , not as an arm of the executive branch of  gov-

ernment, but as a congressional office. 

  By  contrast', when the concept was first imported to Japan it was warmly welcomed in some 

 circles  , but interest soon  waned. One factor in the cooling of interest was the energy crisis of 

1973. In my  view  ,  however  , this was an external but not the essential cause of Japan's negative 

reaction to  TA. 

 The primary structural impediment to effective TA in Japan lies within the political structure 

wherein governmental agencies are responsible for both promotion as well as regulation. This 

same jurisdictional structure was adopted for TA despite the fact that it led inevitably to a "fox 

guarding the chickens" milieu in which effective TA is impossible. Since the Japanese political 
structure, where promotion and regulation go  hand-in-hand, is unlikely to  change, some new 

Japanese approach must be devised to assure a responsible maturing of science and technology 

within Japanese  culture. 

 This paper does not propose the imitation of the highly successful OTA of the United States 

 but, through a comparative study of the US and Japan experience with  TA, it discusses the 

reasons for its failure in Japan and gives a rationale for the establishment of some Japanese type 

of TA as a necessity for the future well-being of Japanese society.
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わ れわ れ は,「 事実 にあ う説 明 を考 え る よ りも,説 明

に あ うよ うに事 実 をね じ まげて しま う」(シ ャー ロ ッ

ク ・ホー ムズ の 『ボヘ ミアの醜 聞』 よ り)

1.緒 言

かつて多 くの人が,科 学技術の進歩 と人間

の幸福 との間には比例関係らしきものがある

と考えていた。人間は時には原子爆弾のよう

な悪魔的なものを生み出すが,最 終的な問題

はそれを使 うか使わないかであ り,人 間の英

知をもってすればこうした問題は解決できる

と信 じられていた。そのころは,科 学技術 を

推 し進めることはいかなる意味で も善であっ

た。

しか し,1960年 代後半から70年代前半にか

けて起こった反科学 ・反技術運動によって,

こうした考え方は激しい批判にさらされ,か

なりの修正をよぎな くされた。人々は科学技

術 を盲 目的に前進させることに対 して躊躇 し

始めたのであった。ところがその後,特 に第

一次,第 二次エネルギー危機 を経験 して以来,

経済成長のためのテクノロジーの役割が注 目

されるに至 り,人 々の科学技術観は再び変化

した。現在では,か つての時代の考え方に有

利な風が吹いていると言えるが,そ れは科学

技術の進歩 を歓迎 し無批判に受け入れる時代

に戻ったというわけではなく,む しろ一方で

は歓迎しながらも他方ではどう対処 したらい

いのかわからない,と いうのが本当のところ

ではないだろうか。

この背景には,エ レクトロニクスやバイオ

テクノロジーなどの分野の急速な発展がある。

特にバイオテクノロジーの分野はこうした面

が顕著である。 というのは,造 化の神秘に満

ちた遺伝子を操作することの是非をめぐる哲

学的な課題以外に,脳 死に関する生命倫理や

法の問題,さ らにここには臓器移植 などの新

しい選択肢 を社会が受け入れるか否かという

現実の問題があ り,こ れがわれわれに選択肢

をつきつけているからである。 もしこれが抽

象的な性格をもち,現 実との結びつ きが限ら

れ,し たがってアカデ ミックな学問分野の範

囲内にとどめておいて解決できるのであれば,

われわれはとりたててめくじらをたてる必要

はない。しかし実際には,例 えば脳死や臓器

移植は現実的な選択肢を強制 しているのであ

る。

しか も,こ れらにはそれぞれに専門的知識

や立場による価値観の違いなどが複雑に絡み,

一つの連続体が形成されてしまっており,問

題の解決をより困難なものにしている。もし

なんらかの方法で,こ の連続体 をいくつかの

部分に分けることができたならば,少 な くと

も何が問題であり,何 が問題でないのかは明

らかになり,し たがって専門家と非専門家の

守備範囲もはっきりするようになるだろう。

しかし現実にはすべてが絡み合って,一 般の

人々に新 しい選択肢を選ぶことを強制 し戸惑

いと不安 を与えている。 とりわけ,い ろいろ

な人々の立場 と価値観の相違は専門家 と非専

門家の区別をなくしてしまい,こ の問題を複

雑にする大きな要素になっている。

新 しい科学技術 を社会のなかに導入 しよう

とするとき,歴 史的にみても,時 間的な遅れ

は存在するものの,こ うした問題はたえずな

んらかのかたちで存在 していた。例えば,避

雷針のようなもので も,十 八世紀にそれが導

入されようとしたとき,人 々の立場の違いか

らくるトラブルが発生 し賛否両論入 り乱れた。

反対派は,も し神が雷を落 とすことを望まれ

るのであれば,そ れに干渉することは人間の

うぬぼれである,あ るいはもしそんなことを

すれば雷は避雷針 を通って地下に蓄えられや

がて地震の原因となるにちがいない,と 警告

した。これに対 して賛成派は,自 然法則 を知

らしめるために神が人間をおつ くりになった

のだから,人 間がそれを利用 して自身を守る

ことは,医 師が病気の治療を行うのと同 じで

ある,と 反論 した。
一方
,こ れとまったく逆のケース もある。
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幼児の突然死は現在でもときどき,新 聞種 に

なっているが,二 十世紀の初めには多 くの医

師が胸腺の異常な膨 らみが幼児の気管を圧迫

して呼吸困難をもたらし,ひ いては死にいた

らしめるのではないかと考えるようになった。

1905年,あ るアメリカの医師が,動 物の場合,

胸腺にX線 を照射すると縮小す るというこ

とを耳にし,ひ ょっとすると人間にもそれが

当てはまるか もしれないと考えた。両親の許

可 を得たこの医師は,呼 吸困難に陥った幼児

にX線 を約一か月にわたって照射 したとこ

ろ,こ の症状はなくなって しまった。

X線 が有効であるというニュースは,急 速

に広まった。その結果,20年 代 には欧米の病

院でたとえ胸線の異常な膨らみがなかったと

して も,予 防のためとい う名目でX線 が幼

児に照射 された。 もちろんこうした治療に対

する批判は存在 した。しかし,そ れは胸線原

因説に向けられたもので,X線 照射に対 して

ではなかった。そのためその後の研究から胸

腺原因説が否定されたのちも,X線 が 「適

量」であれば安全とみなされたので,例 えば

扁桃腺が腫れた場合,ま たにきびなどに対 し

て もX線 が安易に照射され続けた。 しか し,

1950年 代 になってX線 照射 と胸腺の癌 との

関係が疑われ始め,中 止された(注1)。

避雷針 という新 しい科学技術については反

対があったために社会への導入が遅れて犠牲

者が出,一 方,X線 照射については反対がな

かったために犠牲者が出た。この二例はかな

り極端か もしれないが,少 なくともここか ら,

新 しい科学技術の導入の是非について,わ れ

われがこれを専門家だけに任せておいて無関

心を決め込めば,結 局のところ被害を蒙るの

は非専門家であるわれわれであるということ

は理解できよう。とはいうものの,い かなる

かたちでわれわれがこれに関与すべ きかにつ

いては,こ こから何 も学べないし,う えの説

明からもわかるようにそれに対する解答はな

かなか見つからない。 しかも考えてみると,

こうした科学技術の発展を現実のものとした

理由の一つは,わ れわれがそれを支持 したか

らであり,公 的な資金援助があったから初め

て可能になったことなのである。この意味で

も,わ れわれは無関心を決め込むことはでき

ないのである。

したがって,わ れわれは二重の意味で科学

技術の社会への導入過程に関与すべきである

が,い ったいどこまで関与すべきなのか。う

えでみたように一つの連続体 を相手 にしてい

るのであるから,そ の境界を明確に示す こと

は非常にむずかしいのであるが,し かし,だ

からといって,た だその成 り行 きを何 もせず

に慎重に見守っているというだけでは,新 し

い科学技術がいろいろなかたちで急速に社会

のなかに導入されつつある今 日,逆 にますま

す複雑な問題を創 り出すだけである。

非専門家が関与する場合,最 も対処するの

がむずか しいケースは,あ る立場の専門家に

よってある事実が科学技術的事実であると判

定されたその同じ事実が,別 の専門家による

と,そ うでないと判定されるケースではない

だろうか。専門家同士が対立すると,非 専門

家はいわばお手上げの状態になってしまうの

である。科学技術の導入の是非が問題になる

とき,避 雷針のケースからもわかるように,

立場の違いによる解釈の問題がたえず起 こり,

これが科学技術の専門的な事柄と複雑に絡ん

でますます解決のむずかしいものにしている

と言える。通常,安 全性をめ ぐる論争はこの

パターンをみせる。

しかし,何 か新 しいものを導入 しようとす

るとき,普 通そこには多 くの場合,不 確定な

要素がつ きまとうものである。われわれ人間

が全知全能でない限りそれはやむをえないこ

とである。 ということは,専 門家の問で論争

が起こるからという理由で,そ れに関与する

ことを避けるのは懸命 とは思われない。むし

ろ,そ れを逆手に取 ってわれわれはもっと積

極的に新 しい科学技術の導入の是非を評価す
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る方途と取 り組むべ きである。換言すると,

ある新しい科学技術を社会へ大量に導入した

場合,そ のインパク トを長期的な視野に立っ

て分析 し評価する方法を探ると同時に,い ろ

いろなレベルでその結果を利用できるような

仕組みを確立すべ きである。

一般的にこうしたインパク トを評価する試

みは,テ クノロジー ・アセスメン ト(Tech-

nologyAssessment,普 通,技 術評価 と訳 さ

れている。以下TAと 略す)と して知られて

いる。この手法はのちにみるように70年代に

特にアメリカで発達 し,そ の後日本へ も移入

された。 しかし,現 在アメリカがこれを積極

的に利用 している反面,日 本では小規模に行

われているものの,衰 退の一途をたどってい

る。同じハイテク先進国であるのに,な ぜこ

うも状況が違ってしまったのだろうか。

以前にTAを 積極的に活用することによっ

て新 しい科学技術に関する情報収集および分

析のための能力 を高め,い ろいろな科学技術

を選択して行 く場合の参考データとすべきこ

とを提案 した(注2)。本稿では,ア メリカと日

本におけるTA成 立の過程 を歴史的にもう少

し詳 しく調べ,両 国でのTAの あり方につい

て検討 し,日 本における科学技術の社会への

導入を積極的に評価する方策確立について論

じたい。

∬ アメリカの場合

①TAの 政 治化

TAは1960年 代 末か ら70年 代 初 めにかけて

世界的 な規模で脚光 を浴びる ようになったが,

そ の直接の きっか けは,1969年 に アメ リカの

国立科学 アカデ ミー(NAS)が お おやけに し

た報告書で あ った と言 える(注3)。こ れは,E.

Daddario下 院 議員率 い る,ア メ リカ議 会 の

科学 ・研究 ・開発小委員会が同 アカデ ミーに

研究 を委託 した もので,当 時,政 治家は公害

と選 挙 の票 は結 びつ くと考 え始 めて いた。

Daddario小 委 員会 は こうした状況 を背景 に,

科学技術 を政治のレベルで取 り扱う方法と取

り組み,NAS以 外にも議会調査局科学政策

研究課,全 米工学アカデミー(NAE),全 米

公共政策アカデ ミー(NAPA)の 三つの団体

に同時に,科 学技術 と政治,特 にTAに 関す

る研究を委託 していた。その内容は,① 議会

調査局に対 しては,第 二次世界大戦以降アメ

リカ議会は科学技術をどう取 り扱 ってきたか

について,②NAEに 対 しては,方 法論に特

別の注意を払いながら実際にTAを 試験的に

実施すること,③NAPAに 対 しては,行 政

府でTAは 使用で きるかどうかについて,で

あった。

同小委員会はこれらの報告書がまとまった

段階で公聴会を開催 し,一 方では 「早期警戒

(アーリー ・ウォーニ ング)と してのTA」

にみられるように,TA概 念の,さ らなる精

緻化を行い,他 方ではTAを 実行するうえで

の政治機構上の問題を検討 した。その結果,

TAは 制度化が必要であると主張 し,そ れは

行政府内ではなく立法府で行われるべ きもの

であ り,一 つの新 しい局を議会内に設置する

ことが望ましい,と 結論 したのである。

これは政治的に実に意味深長なことであっ

た。 というのは,も しTAが,こ の小委員会

の結論通 りに,議 会のなかで制度化されたな

らば,そ れはそれまで議会がもっていなかっ

た能力を付与することを意味するからにほか

ならないからであった。つまり,例 えば議会

の会計監査局(GAO)は,行 政府で遂行 さ

れている,い ろいろなプロジェクトに振 り分

けられた予算が正当に使われているか どうか

をチェックしているが,そ の範囲はあくまで

予算が決められた通 りに使われたかどうかだ

けである。ところが,プ ロジェク トが科学技

術の専門的なものになると,そ れはGAOの

能力を超えてしまい,ど うしようもなかった

が,も しTA局 が誕生すればプロジェクトの

こうした専門的な面のチェックが可能になる

わけであった。換言すると,あ まりにも専門
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的す ぎるためにそれまでメクラ判が押されて

いた聖域に議会の監視の手が延びてくる,と

いうわけであった。

こうして,ア メリカにおけるTAは,科 学

技術のインパク トを事前に評価することの必

要性を認識したところから始まったが,そ の

過程で議会にそれまで欠けていた能力を付与

する方向へと動いたのである。ある意味では,

TAに 対 してひとつの政治的な目的がつけ加

えられたと言えるであろう。しかしそれは同

時に,議 会のなかへ科学技術 をもち込むこと

にな り,後 述するように,そ れまでTAと 無

関係なレベルで科学技術 とつきあっていた議

会内の人たちと衝突する可能性 をも意味 して

いた。

一方
,興 味深いのは行政府の科学技術者集

団の動きであった。当時,行 政府のなかで最

も強力な発言権 をもった集団の一つは,大 統

領に直接助言を与える大統領科学諮問委員会

(PSAC)で あった。PSACは1972年,ニ ク

ソン大統領によって廃止されたが,ア イゼン

ハワー ・ケネディ時代には科学技術だけでな

く戦略兵器の開発などに対 して も強い発言力

をもち,飛 ぶ鳥 を落 とす ぐらいの勢いであっ

た。しかし,ジ ョンソン大統領の時代になっ

てから徐 々にかげりがみえ始め,PSACの メ

ンバーのなかには事態が改善されない限 り,

やがて政治の表舞台には科学技術者の活躍で

きる場はなくなり,結 局は科学技術者の意見

が政治に反映されなくなる時代が くるのでは

ないか と憂慮する人たちがいた。

TAの 制度化が表面化 した時期が,PSAC

の衰退期 と一致 したのは歴史の偶然 とはいえ

興味深い。 というのは,彼 らが活動の新天地

を求めて,Daddarioら に協力 したか らであ

った(注4)。さきにみた 「早期警戒 と しての

TA」 はこうしたPSACの 戦略的思考からで

てきた ものであることが読み取れるであろう。

もし逆にこれが彼らの活動期のピークと一致

していたら,歴 史に 「もし」は禁物であるも

のの,そ の後の展開はまった く別のものにな

っていただろう。こうしてTAは,政 治の微

妙な流れのなかで揺られながら徐々に形づく

られていったのである。

1972年2月 初めにTA法 は下院を通過 した。

その時,い くつかの修正事項(後 述)が あっ

たが,同 年9月 には上院も通過,10月 にはニ

クソン大統領がこれに署名した。その骨子は,

TA局(OfficeofTechnologyAssessment;

OTA)は 議会に所属するかたちで創設 し,

これの運営方針は民主 ・共和両党から上下両

院の同数の議員だけで構成されるTA理 事会

(TAB)に よって決定され,さ らに,こ の

TABを 助言す る機 関 としてTA諮 問会議

(TAAC)を 設ける,な どであった。

72年 末,新 しいTA法 に基づいてTABが

誕生 した。その後の進捗状況は設立の経緯か

らある程度推測できるだろうが,そ れは相当

に厳 しいものであった。例 えば,初 代局長に

は70年 に議員 を辞職 していたDaddarioが 任

命されたが,財 政難という理由で彼が局長に

正式に任命 されたのは,73年 末のことであっ

たし,事 務所やスタッフの選定などにも時間

がかかり,活 動 らしきものを開始できる状態

になったのは,74年 半ばであった。 しか もそ

の状況は,事 務所が3～4箇 所に分かれ,ス

タッフの数 も35名という有 り様だった。

② 公聴会の開催

OTAが 誕生当初からいろいろの複雑な問

題を内蔵 していたことは,い ま述べたとお り

であるが,そ の後,事 態は改善されるどころ

か,ま すます悪化 してゆくようであった。例

えば,1975年12月 にはTAACの 委員長であ

ったH.Brownが 辞任 した。何が直接の辞任

理由であったかは定かでないが,辞 任状に添

えられ,の ちに公表された手紙には,TAを

め ぐる解釈の違い 特に 厂早期警告 とし

てのTA」 が まった く行われていない こと

やTAACの 役割の不明瞭 さなどを彼は
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批判 する と同時 に,外 部委託 に頼 らず に

OTAで 独 自にTAを 行えるようなスタッフ

を養成すべ きと勧告 している(注5)。

この他 にも,Daddarioが77年5月 をもっ

てOTAの 局長を辞任すると発表 したり,こ

れに続いてTABの メンバーの二人が辞任を

発表するという騒 ぎがあった。この二人のう

ち,一 人は多忙が辞任理由であったが,も う
一人のHolt下 院議員は明らかに抗議のため

の行動であった。Holtに よると,「Kennedy

上院議員 〔TABの 委員長〕はOTAを 乗っ取

り,彼 自身の政治の道具 として しまった」と

いうことであった(注6)。

さらに,OTAがTAの 対象 として取 り上

げるテーマについても不満が高 まってきた。

プロジェク トのテーマが議会全体にとって関

心のあるものというより,む しろTABの メ

ンバーの個人的な好みによって左右 されてい

ると批判する人たちの声が無視できないほど

になった。

こうした状況を反映 して,1976年9月 に下

院の科学 ・研究 ・技術小委員会がOTAの 前

面的見直しを行 うと発表 し,77年8月 から翌

年の4月 まで11回 にわたって公聴会を開催 し

た〔注7)。

公聴会でまず問題にされたのは,TAが 各

人各様に解釈されている実状だった。定義が

あいまいもことしているために,OTA局 長

もTABもTAを 行う際に一貫 した基準をも

ちえていないという指摘はOTAが 直面 して

いる問題の核心を衝いたものだった。つまり,

はたしてこれがTAに なるのだろうかと思わ

せるものでも,も しそれが議会の各種の委員

会からの依頼であったならば,受 けざるをえ

なかった。

OTAが こうした状況に追いやられたのは,

ある意味では人々がTAに 多 くのものを期待

しす ぎたのも一因だった。例えば,あ る専門

家 によると,TAは 研究 ・開発(R&D)政

策の分析まで含むという。つまり,そ こまで

含めて考えなければ,TAを 実施 しても,そ

の結果 を具体的なかたちで科学技術政策に反

映できないというのである。

TAの 定義 をめぐる問題のなかには,短 期

的か長期的かの問題 も含まれていた。公聴会

での証言のなかには,い ままでのOTAの プ

ロジェクトは短期的な視点からの分析に偏 り

す ぎているという批判があった。これは確か

にもっともな批判であ ったが,OTAが 議会

に所属 している以上,そ うならざるをえない

部分が多分にあった。 しかし,だ からと言 っ

て長期的な視点からの分析が無視 されてよい

というわけではなく,多 くの証言者が長期分

析の必要性を強調 している。ここで注意して

おきたいのは,「短期的」あるいは 「長期的」

の意味が単なる時間的な長さでなく,立 法措

置をめ ぐる意思決定に必要な即時性のことで

ある。

ある証言者は,科 学技術の長期的なインパ

ク トの分析の必要性はすでに現行のTA法 に

謳われてお り,し たがってそうした分析を行

うことはOTAの 義務のひとつであるとみな

した。しかし,一 方では,長 期的TAの 必要

性 をさらに明確にするためTA法 の一部改正

を望む声 もあがった。その際に,例 えば全

TAの30%を 長期的なものに当てられるよう

な予算的措置を講 じるべ きだと主張する人 も

いた。だが,長 期的TAは 結局のところ,未

来を予測 しようとすることであり,そ れは不

可能に近い無駄な試みであるとの慎重論 も唱

えられた。

短期vs長 期の問題は,つ きつめればTA

の定義へ と還元される性質のものである。だ

から何回かの公聴会で結論が出るわけでなく,

試行錯誤を繰 り返 しなが ら経験的に答を出し

てゆ くものであろう。公聴会が終 りに近づい

た ころ,Daddarioの 後任 と してデ ラウェ

アー州の元知事であったR.'Petersonが 新局

長 に任命された。そのPetersonは,今 後の

OTAは 短期 と長期の両方を採用 し二頭立て
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路線を歩みたいと証言した。彼の構想は,短

期的TAは 各種の委員会からの要請に基づい

て行 い,長 期的TAはTAB,TAACな どか

らの意見を参考に局長が判断して実行に移す,

というものであった。

公聴会はOTAと 議会内の他の機関との関

係について もふれた。すなわち会計監査局

(GAO),議 会調査サービス局(CRS),議 会

予算局(CBO)と の関係,特 にこれらの機関

との実務上の重複や,行 政府の一つ,全 米科

学財団(NSF)で 行われるTAと の関係が問

題になった。公聴会で誰れも明らさまに言わ

なかったが,こ の問題の底 には縄張 り争いが

あった。

次 に,OTAの 構造上の問題 について証言

者の多 くは,OTAの 局長,TAB,TAACの

三者 の複雑 な関係 を問題 に した。 まず,

TABはOTAの 方針 を決めるだけの機関であ

るのに,OTAの 実際上の運営 にあれこれ口

出 しす ぎる点が批判 された。以前か ら,

TABの メンバーの側近がOTAの スタッフと

して採用されている事実が問題視されていた

が,雇 用以外にも局長にいろいろ干渉 したら

しい。

TAACと の関係 については,こ れを解散

してTABに 吸収させるべ きであるとの意見

が出た。すなわち,TABは 議員だけで構成

されるべ きでなく,一 般識者 も含めるべ きで

あるとする意見である。そうすることによっ

て,TABは 超党派的で非政治的な存在 とな

れると主張するわけである。その他の証言で

は,こ れほどまでの大 きな組織上の変更を勧

告 しなかったものの,現 行のTABに はなん

らかの変更が加えられるべきであるとする意

見が圧倒的であった。

しかし,極 めて少数であったものの,こ れ

にはっきり反対する意見 もあった。つまり,

OTAが 議会に所属する以上,そ れの方針を

決定するTABは 議員だけで構成 されるべ き

であるとする意見である。この意見を主張す

る議員 によると,TABは 議員 を通 して大衆

の利益 を反映 してお り,TAACは 学識経験

者 を通 して大衆の利益を反映しているわけだ

から,別 々の使命をもったものをひとつにま

とめてしまうのは,納 得がいかないというわ

けであった。

さて,も う一方のTAAC自 体であるが,

すべての問題はTABが これの役割 を規定 し

なか った こ とか ら出て きた。 そ の た め

TAACは,自 らの役割 を求めて模索 し続 け

なければならなくなったのである。時には自

らR&D政 策および優先順位 というプログ

ラムの運営母体 となった り,時 にはOTA全

体の諮問機関のTAACの 勧告 に従 ったなら

ば,TABは 不要 とい う印象 を与 えかねず,

結局の ところ,あ る証言者の表現を借 りると,

い まTAACが 消滅 した として も,誰 れ も何

とも思わないであろう,と いう存在 になって

しまった。

このような状況だったか ら,TAACに 対

する改善策も人によってまちまちだった。例

えば,TAACの メ ンバー を増 や してPSAC

のような存在にすべ きであるとか,多 方面か

らのTA実 施要請 と最終報告書 をレビューす

るだけでよいとか,ま た長期的TAや 早期警

告のためのTAを 助けるべ きであるとか,方

法論の改善に取 り組むべ きとか,OTAと 科

学技術の専門家の橋渡 しの役 目をはたし,年

に一度か二度 どんな新 しい科学技術が誕生 し

つつあるのかを報告 してほしいとか,さ らに

TAACは 勧告だけに徹 しR&D政 策プログ

ラムのようなものを運営すべ きでない,等 々

であった。

公聴会は,こ の他にもOTAの,い ろいろ

な運営上の問題にふれ,最 後にTA法 の改正

勧告をリス トアップしたが,そ の後これを実

行に移そうとする動きはまったく起こらなか

った。恐 らく,誰 れの頭にも前局長の,次 の

ような証言が浮かんでいたにちがいない。す

なわちDaddario前 局長は,1972年 に制定 さ
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れたTA方 が修正を必要 としていることは明

らかであると言い切 りながらも,い まの時点

がそれを断行するに最適かどうか明らかでな

いとし,続 けて,OTAは 活動 を開始 してか

ら5～6年 しか経っていないので,も う少し

様子を見守るのが得策ではなかろうか,と 提

案 したのである。

公聴会は,こ のように多 くの問題点を指摘

し改善策を提示 したが,Daddarioの 提案 も

あり,ま た新局長が誕生 したばかりでもあっ

たので,結 局は具体的な行動はとられないま

ま現在 に至っている。今 日のOTAの 姿 はの

ちに見るとして,次 に日本のTAに ついて考

察 したい。

皿 日本のTA

① テクノクラー トの思い込み

TAの 概念が本格的に日本で紹介 されたの

は,産 業予測特別調査団の報告書が最初 とさ

れている。この調査団は1969年11月 に,今 後

どういう産業が科学技術 をベースとして興隆

し,日 米の科学技術差が新産業分野で拡大 し

てしまわないようにするためにはどのような

方策が採られるべきか等を模索するために,

「科学技術 と経済の会」からアメリカへ派遣

された。

帰国後,こ の線に沿って報告書がまとめら

れ,そ の際,TAの 概念のほかに,「 ソフ ト

テクノロジー」「システム産業」「技術予測」

といった新 しい概念 もともに紹介 された。

未来工学研究所が1979年 にまとめた,TA

に関する報告書によると,興 味深い ことに

TAを 紹介 した側 と,そ れを受けとめた側 と

の問にその解釈について次のようなある種の

ズレが存在 した(注8)。

当時,つ まり1960年代の終 りには,科 学技

術 に関して二つの相反する潮流があった。一

つは,科 学技術 を今後 も強力に推進 していこ

うとする人たちを中心 とする流れで,産 業予

測特別調査団もこれを反映 したものであった。

研究 ・開発(R&D)へ の投資 もオイルシ ョ

ックの年をピークとして下降線 をたどるまで

は,年 を追うごとに増加 してお り,日 本はま

だ高度成長期にあ り,新 しいものをどんどん

取 り入れてゆこうとする雰囲気があった。こ

うした流れのなかにあっては理工系ブームは

まだ存続 していた。これに反 して,公 害や環

境問題を憂慮する人たちを中心とした,も う
一つの流れがあった。彼らは無規制な科学技

術の発展 と社会への導入に批判的であ り,社

会のなかにおける科学技術のあ り方を根本か

ら問いなおそうとしていた。

前者の流れに立っていたこの調査団は当然

のことながら,後 者の流れを察知してお り,

科学技術の発展になんらかの規制が加えられ

る可能性 を危慎 していた。そのため,科 学技

術のヒズ ミを是正するという意味でTAを 日

本へ導入することに神経質になっていた。渡

米時に開かれた調査団のメンバーによる座談

会でも,一例えばテクノロジー ・アセスメント

と言えば,テ クノロジー,す なわち技術が問

題なのだ,と いう印象を与えるので,TAの

代 りに 「ソシアル ・アセスメント」 とい う表

現を用いたほうがよいとか,TAを 一つの技

術革新 とみなすなど,TAが もつマイナスの

イメージを緩衝剤で包 もうとしていた(注9)。

したがって,TAに よって科学技術の発展

がさまたげられるかもしれないという可能性

を恐れた調査団は,TAを 紹介するにあたっ

て一種の読み替えを行い,TAを 今後 どうい

う科学技術が必要とされているかということ

を模索するための一手段 として紹介 したので

あった。

ところが,も う一つの流れも無視できる状

態ではなかった。科学技術のあ り方を批判 し

ていた人たちはもとより,科 学技術の推進官

庁である科学技術庁や通産省の技官のあいだ

でも,公 害 ・環境 ・都市問題に対 してなんら

かの具体的な対応策が必要 と考えられていた。

そんなわけであったから,日 本に紹介された
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とき,公 害等の問題と取 り組んでいた官庁か

ら注視 ・注目を浴びたが,そ れは,科 学技術

のもっている負のインパク トを事前にチェッ

クし,そ れを社会へ導入する際に,よ り調和

の とれたかたちで行うことがTAに よって可

能になる,と 考えられたからであった。

こうして,確 かに紹介側と受け手側とのあ

いだにはズレが存在 したわけであったが,著

者のみるところでは,こ のズレはその後の日

本におけるTAの 発展に大 きな意味をもたな

かったと思われる。というのは,両 者とも結

局のところ,科 学技術の推進 という面では同

じ土俵のなかに立つ存在だったからである。

それに,TAは 新 しい概念であり本家のアメ

リカで も開発中の手法であったから,た とえ

違った着物を着せられて導入されたとして も,

受け手側はアメリカの指導を仰 ぐ必要があ り,

その過程でいずれ本来の姿は明らかになる運

命にあったと思われるからである。

いずれにせよ,TAは 導入 されてからの2

～3年 はかなりの話題を集めた。例えば,

1970年11月 に行われた経済企画庁の国民生活

審議会の答申,1971年4月 に行われた科学技

術会議の第5号 答申,1971年5.月 に行われた

通産省の産業構造審議会の中問答申でそれぞ

れ,TAの 必要性が指摘 されている,さ らに,

1973年 にはTA法 の制定の必要性にまで話が

進展 し,TAセ ンターを創設する構想や,ア

メリカのOTAの ような制度化が論議される

までになった。 ところが,そ の年にオイルシ

ョックが起 こったため,こ うした可能性はす

べて消滅 してしまった。そ して,低 成長時代

の到来とともに,TAは 頭打ちの状態 となっ

た。特に産業方面ではTAに 対 して,技 術革

新の芽 をつんでしまう恐れがあるとみなす傾

向が強く,そ の実施に消極的である。

② 期待はずれ いくつかの問題点(醐

関係者 のなかには,日 本におけるTAは そ

の使命をすでに終わり,将 来,TAが なんら

かのかたちで復活することは想像 しにくい,

という印象をもつ人は多い。そういう人たち

のなかには,公 害や環境問題が騒がれるよう

になったがゆえにTAな どがもてはやされ,

その結果,大 気や川の汚れはある程度改善さ

れたのだから,TAは それなりの役割をはた

した,と いう意見の持ち主もいるが,大 半の

人はTAは もはや古 くなってしまったと考え

ている。すなわち,TAか ら新 しいものは何

も出てこない,し たがってTAな どにうつつ

をぬかさないで先へ進むべ きだ,と いう考え

方である。

日本のTAを このように衰退 させた原因と

して,確 かにオイルショックのような外的な

ものが重要な要因としてあげられるだろう。

しかし,は たして,た んに外的なものだけが

原因だったのだろうか。著者の考えでは,た

とえオイルショック等のような事態が起 こら

なかったとして もTAは 日本の社会には根づ

かなかったように思われてならない。

その理由として,い ろいろな原因が指摘で

きる。しかし,そ れらは互いに複雑 に絡み合

っているので,別 々のものとして指摘するの

はむずかしいが,ま ず第一にあげられるのは,

TAを 実際に行った人たちの,TAを 行 う基

本姿勢に問題があった と言える。彼 らはTA

の基本認識が不十分なまま,実 行 して しまっ

たのである。すなわち,TAを 行ったあとの

ことを何も考えずにそれに飛びついたのであ

り,そ れだけ公害問題等が深刻化の度合を深

め,な んらかの手を早急に打たなければなら

ない状況に追い込まれていたのであろう。

第二に,日 本のTAは 科学技術の推進側だ

けが取 り組み,規 制側は傍観 していた,と い

う点である。官 ・民を問わず,推 進側は世の

常 として,自 分たちが開発 を進めてきたもの

に対 して文句を付けられるのを極端に嫌 う。

したがって特に官庁の場合,科 学技術庁にし

ても通産省にしても自らが委託 したTAに 対

して開発側に大 きな迷惑がかからないように
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「行政指導」しようとするのである。特にそ

れが重要な科学技術の開発であればあるほど

彼らの 「指導」はきつ くなり,正 式の報告書

が印刷 に付 される前に担当官による,修 正の

赤入れの頻度が多 くなる。こうして新技術の

マイナス面がオブラー トに包まれるのである。

しかも,初 期のアメリカでそうだったように,

TAは 普通,外 部のシンクタンクなどに外注

されるが,そ の過程においても予算,ス ケジ

ュール,TA実 行メンバーの選定等が推進側

の都合に合わされる。

ケースによっては委託主がメンバーの名前

を前 もってあげてくるということが行われた

り,予 算年度に合わせるために不十分な調査

結果 をもとに報告書がまとめられたりしてい

る。極端な場合,報 告書を会計年度に合わせ

るために,TAの 前段階であるフィージビリ

ティ ・スタディを既存の文献で間に合わせ,

インパク トの分析だけを新たに行 うのである。

次に第三点 目として,社 会 ・政治における

フィー ドバ ック機構の欠如があげられるが,

特に官庁の場合,省 庁の内外での縄張 り争い

と絡んで複雑な様相を呈している。例えば,

科学技術庁は計画局が,ま た通産省は工業技

術院がTAを それぞれのシンクタンクに委託

するが,そ の結果がどう転ぶにせよ,彼 らに

はTAを 委託する以外,一 切なんの権限もな

い。特にTAの 結果が他局によっていままで

進められて きた科学技術開発プロジェク トの

基本方針と矛盾するような場合,大 きな問題

となる。TAの 勧告を受け入れば,朝 令暮改

的な事態となるうえ,そ のプロジェク トのた

めの予算獲得はほとんど絶望的となることは

まず確実であるからである。

いまの例は省庁内でのことである。物事が

省庁外に及ぶとさらに事態は複雑になる。例

えば,新 洗剤のTAが 行われたと仮定すると,

その結果を政策のなかで具体的に反映させよ

うとするなら,話 し合いはたんに省庁間だけ

でなく,地 方自治体にまで及び,非 常に広範

囲の根回しと調整努力が必要になることは指

摘するまでもなかろう。

一方
,民 間においても同じような問題が存

在 している。TAが 盛んに行われていたオイ

ルショック以前でも,す でに産業界はTAに

対 して複雑な反応を示していた。すなわち,

各企業でTAを 実施した結果,技 術開発の盲

点を衝 くような結果がいろいろと出てきたの

である。これは一方では,歓 迎すべ きことで

あるが,他 方では一度開発 したものを再度や

り直さなければならないようなことへ とつな

がって行 き,開 発側にとってはTAは 頭痛の

種となる可能性をもっていた。産業界はすで

にオイルショック以前に,こ れはやっかいな

ものが出てきたという印象 を強くもっていた

のである。

以上の三点以外にも,日 本のTAを 衰えさ

せた原因としていろいろなことが指摘できる

だろう。 しか し根本的には,な んのための

TAか,ど いうことが一一度 も問われずに小手

先だけのTAが 行われたために,日 本のTA

は発展する芽が摘み取 られてしまったのでは

なかろうか。あるいは関係者は実際にそうし

た問い掛けをしたが,そ れは科学技術の範囲

を超えていることを悟 り,断 念 したと言 うべ

きか。

日本においては,こ うして科学技術の開発

姿勢を根本的に問い直す可能性をもっていた

TAは,た んなる小手先のテクニ ックとして

しか捉えられないようになった。日本の関係

者はTAを,技 術予測の一種,あ るいは技術

開発のための一指針としか考えず,し たがっ

て,開 発の軌道修正を迫るような結果が出そ

うになると,自 分たちの棲む機構の保身のた

めに自身は修正 しなくてもすむようにTAの

ほうを修正 しようとする方向へ と動いたので

ある。こうした社会にあっては,た とえTA

法のようなものが作られたとしても,骨 抜き

同然の法律となっていたであろう。

ただ,こ うして批判だけを並べるのではあ
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まりにも単純すぎることは言うまで もない。

特に,「科学技術の推進側だけがTAと 取 り

組み,規 制側は傍観 していた」という点は,

多 くの問題を含んでいると言わなければなら

ない。

例えば,こ の問題を官庁 レベルでみると,

普通,推 進vs規 制が一つの官庁内で行われ

ているところに問題がある。一例をあげると,

原子力委員会(推 進)と 原子力安全委員会

(規制)は 両方とも科学技術庁にあ り,こ れ

では表現は少々悪いかもしれないが,ド ロボ

ウに金庫番をさせているようなものである。

さらに,官 庁全体では環境庁だけが唯一の規

制側であると言えるが,こ れの発足は71年で

あり,ま だ他官庁を規制するほどの力をもっ

ていない官庁である。一方,国 会 レベルでは,

この構図は与党と野党 との関係になってしま

い,こ の関係 は言葉の定義通 り,自 動的に推

進vs規 制 になって しまう。すなわち,TA

を行うまでもな くその結果は,与 党が科学技

術の推進,野 党が規制 となってしまうであろ

う。

つまり,こ の状況を一口で表現するなら,

日本におけるTAは,そ の政治機構のために

推進vs規 制の観点から実行するのが非常に

むずか しい,あ るいは実行 しても有意義な結

果を生み出すようになっていないと言える。

とい うことは,日 本ではこうした観点か ら

TAが 行われたために,期 待はずれに終わっ

たわけで,今 後,科 学技術を評価する際の,

一つの方法としてTAを 行 う場合 ,そ れは推

進vs規 制の線に沿 って行 わないほうがよい

ということになりそうである。しかし,こ の

問題は複雑であるので,結 論のところでもう

一度考えてみたい。

NOTA,そ の 後(注n)

で は,そ の後のTAは ア メ リカで どうなっ

たのだ ろ う。1978年 の 公聴会でOTAが 多 く

の難 問を抱 えていたこと,し か し,い ましば

らく静観するとの判断が優先 されたことはす

でに述べた。

現時点から振 り返ってみると,こ の判断は

正 しかったようである。というのは,ほ ぼ同

じ問題を抱えながらも,現 在のOTAは 議会

内で確固とした地位を築きつつあると言える

からである。つまり,例 えば毒性化学物質の

廃棄処理に関して現在どんな問題があるのか

を知 りた けれ ば,議 会 調 査 サー ビス局

(CRS)に 尋ねるのがよいが,も し同じ問題

が5～10年 後にどうなるのかを知 りたければ,

CRSに 尋ねても無意味で,こ の場合 はOTA

に依頼 しなければならないというふうな棲み

分けを確立 したのであった。

なぜ事態がこういうふうに展開していった

のかについては,か なり詳しい分析が必要 と

なろうが,多 くの人が現在の局長,J.Gib-

bons(彼 は3代 目である)を,OTAが うま

く機能していることの一因としてあげる。一

年余で辞任 したPetersonは,デ ラウェアー

州の元知事であり議員に対 してYesとNoの

はっきり言える個性の強い人物であった。と

ころが,Gibbonsは 元々物理学者であったが,

エネルギー問題に興味をもったことから,ワ

シントンの事情に精通するようになり,局 長

に任命 されたころには,議 会や議員が何 を欲

しているのかに熟知 していた。もし有力議員

がOTAの 壁 をシマウマ模様 に塗ることを要

請したなら,Petersonは 直ちに拒否しただろ

うが,Gibbonsは そうしただろうと評 される

ほど融通のきく人物であった。

彼は議会で必要とされる情報についても的

確な認識をもっていた。つまり,議 会で問題

になっている事柄に関しては,た とえ最新の,

そ して興味のある情報が得られたとしても,

もしそれがあいまいで信頼性に欠 くものであ

ったなら,少 な くとも議会では何の役 にも立

たないことを知っていた。こうした認識は,

OTAが 提供する情報はいろいろな方面から

厳密に吟味されたものであると同時に,信 頼
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できるものに限る,と いう方針の採用へ とつ

ながっていった。

Gibbonsは また,意 識 して難問題 をTAの

テーマに取 り上げるよう努めた。Daddario

は逆の方針を取ったが,こ れは彼独特の政治

的判断に基づいたものであった。つまり,難

問題を取 り上げ各方面 を刺激 したならば,し

っぺ返 しを受け誕生後まもない赤児同然の

OTAは 潰されて しまうにちがいない と考え

たか らであった。それに反 してGibbonsは,

誰れもが敬遠するテーマを取 り上げ詳細に吟

味することがOTAの 生存 にとって不可欠で

あるとの判断に立ったのであった。

当然のことなが ら,OTAの 一応の成功を

Gibbons一 人の手柄に帰すべ きでない。OTA

の存続を願 う人たちがGibbonsを 側面援助

し,ま た適切なア ドバイスを与えた結果なの

である。さらに,こ の未曾有のアイデアが政

治過程で制度化され,そ れが定着するまでに

は,あ る程度の時間10年 余 が必要

だったことも忘れるべきでないだろう。

現在のOTAは 約140名 約90名 が専門

職で,そ の半分が自然科学系,残 り半分が社

会科学系である を抱え,年 間に約20～24

の科学技術 に関するテーマを取 り上げ,平 均

すると一件 につき一年半くらいかけて調査 ・

分析 し,結 果を一冊の報告書 誰れで も入

手できる にまとめている。そのプロセス

は基本的には以前 と同じであるが,要 約する

と次のようになっている。

まず,OTAが 取 り上げるテーマであるが,

議会 の小 委員会 か,あ るい はTA理 事 会

(TAB)の 要請があ ったものにか ぎられて

いる。いろいろなケースがあるらしいが,普

通は,こ れ らの小委員会のスタッフとOTA

のスタッフとの非公式の話 し合いを通 じて

テーマが選別されてゆく。 というのは,小 委

員会がなんの前触れもなくいきなりOTAに

対 してXと いうテーマについてTAし てほ

しいと依頼 しても,そ れはTAで きないテー

マであるかもしれず,そ ういう行違いをな く

すためにも,各 種 の小委員会のスタッフと

OTAの スタッフはたえず接触をもっている。

最終的決定権はTABに 属 しているので,

TABの 決定 を待って予算が計上 され,そ の

プロジェク トにOTAの スタッフが割当てら

れる。プロジェク トによってスタッフの数は

かなり違 うが,平 均すると3～6名 ぐらいで,

もしOTAに このプロジェクトの専門家がい

なければ,新 らたに雇われる。こうした人の

なかには,プ ロジェク トが終了するとOTA

を去ってゆく人 もあれば留 まる人もあり,現

在では専門職の採用はこうしたかたちで行わ

れている。 したが って,OTAの ス タッフは

TAの 専門家として雇われるのではなく,あ

る分野の専門家としてプロジェク トに参加 し,

そ うすることでTAの 経験を積み重ねてゆく

わけである。

次に,プ ロジェクト諮問パネルが設置され

る。これ一はOTAで 最もユニークな存在で,

各プロジェク トにかならず一つある。メ ン

バーの数は平均すると約20名 。OTAの スタ

ッフが各方面から意見をきいて選ぶが,最 終

的には局長の承認が必要である。その際に最

も注意されるのは,こ のプロジェク トのテー

マと利害関係 を有する人たちができるだけ多

く選出されるようにすることである。例えば,

「バイオマスからのエネルギー」のTAで あ

れば,森 林業者,公 有地保存論者,環 境論者

などバイオマスに関していろいろの立場を取

る人たちに依頼 してメンバーになって もらう。

このパネルはプロジェク ト終了までに約4

回の会合 をもつが,最 初はOTAの スタッフ

がまとめたTA実 施計画を検討 し,こ の他に

どういう立場からのアプローチが必要かなど

について話 し合 う。そして中間に1～2度 会

合 を開き,最 後に報告書の第一次稿に目を通

す。これは極めて重要な行為と考えられてお

り,そ の目的は,い かにそれぞれの異なった

立場がこの報告書のなかで正確に記述されて
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いるかをチェックするためである。OTAの

報告書が非常にユニークなのは,ま さにこの

点であるが,そ れゆえに結論が一つに集約さ

れることはありえない。

この点において対極にあるとも言えるのが,

アメリカ国立科学アカデ ミー(NAS)の 報告

書である。平均すると日に一つの報告書が

NASか ら出されているが,こ の報告書では

意見が分かれて記載されることがない。この

報告書の作成に参加 した専門家は一つの結論

に達するように要請されているのである。例

えば,NASが アメリカ人の食餌習慣に関す

る研究をまとめるために,専 門家を集めて一

つの委員会をつ くったすると,こ の委員会が

まとめた報告書は,NASの 下でこの研究に

関与 した専門家のコンセンサスを反映 した結

果であり,し たがって勧告 もそれに沿った内

容 となる。

NAS方 式は,専 門家の委員会がコンセ ン

サスに到達するまで徹底的に議論 を煮詰める

が,OTA方 式 は,ま さにその逆を行 う。諮

問パネルの各メンバーは,そ れぞれの異なる

立場 と見解がいかに客観的に正確に記述され

ているかに最大限の注意を払い,コ ンセンサ

スには一切おかまいなしである。

プロジェク トによっては,ワ ークショップ

と称するグループが形成される。これはプロ

ジェク トの一部に非常に専門的な要素が含 ま

れている場合などで,専 門家を一日だけワシ

ントンに招集して意見をきくことなどが行わ

れる。

TAの 実務は前述 したように,当 初はすべ

てが外注で行われていたが,現 在ではプロジ

ェク トの一部分だけが外注されている。規模

は1～2万 ドルが普通で,5万 ドルは最大級

という。興味のあるのは,外 注の使い方で,

受け取った外注からの報告書をそのまま信用

して最終のOTAの 報告書に掲載することは

絶対にあ りえない。

どういう方法が採用されるかというと,ま

ず外注先と契約 を結ぶ際に,例 えば約一カ月

後に第一次稿 を提出するよう要請するわけで

ある。第一次稿が提出されると,こ のプロジ

ェク ト専任のOTAの スタッフおよび諮問パ

ネルがこれを徹底的に吟味する。まちがった

仮定や不十分な点が指摘され,再 検討すべき

課題 として外注先へ返却される。普通,こ う

した遣 り取 りが数度くり返されるが,こ うし

ているうちに双方が勉強でき,時 として素晴

らしいアイデアが出てくるという。

こうした作業がすべて終了すると,最 終の

報告書の執筆が行われるが,そ れはOTAの

スタッフが行う。その際,報 告書の寿命 をだ

いたい5年 ぐらい先と考えてまとめるという。

現在執筆中の報告書では90年代後半を見据え

ることが多いという。

OTAか ら出る報告書の勧告はNASの それ

と異なり,で きるだけ多 くの選択肢 を示すよ

うに工夫 されている。つ まり,も しAと い

う政策をとるならば,Bと いう結果が予想さ

れ,も しCな る政策なら,Dな る結果 とい

うふうに書かれるわけである。一つだけの政

策を勧告することはない。

さて,創 設から20年弱を経て比較的安定し

た活動 を続けているOTAで あるが,い くつ

かの批判が くすぶっている。まず第一は,報

告書が専門的すぎ,し ろうとには読めないと

い う批判である。 もっともな批判であ り,

OTAも いろいろな方策を講 じて改善 しよう

としているが,内 容が科学技術であるだけに

この問題は宿命的であると言える。第二は,

OTAは みずか らが興味を抱 くテーマだけを

TAし ているという批判である。換言すれば,

OTAは 議会の要求に応 じていない という批

判であるが,こ れは次の,第 三点 とも関連 し

ている。すなわち,制 度としてTABがTA

のテーマを決定することになっているが,実

際はTABの メンバー(上 院議員お よび下院

議員)が 多忙であ りすぎるために,ど うして

も自分たちのスタッフにまかせっぱなしにな
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らざるをえず,結 局 はこれらのスタ ッフが

TAの テーマを決めてしまっているという批

判である。

この第二 と第三は,煎 じ詰めるとOTAが

議会に所属 していることから生 じた問題だと

言える。というのは,議 会では,あ るいはも

っと一般的に政治の世界では5年 先とか10年

先の問題 より現実の,い まの問題のほうが大

きなウェイ トを占めているからである。それ

に,上 院議員の任期は6年 であるが,下 院議

員は2年 なので,彼 らは2年 以内に目に見え

る形で選挙民を納得で きるようなものの実現

に最大の興味を示す。だから,ど うしても短

期的な視野でしか物事がみられな くな り,彼

らの口から,例 えは結果が出て くるまでに平

均 して1年 半 も要するサービスなどは議会に

とってなんの役にも立たないという批判が出

るわけである。

しかし,こ うした問題は,TAが 議会のな

かで制度化されたという事実を反映している

だけであ り,TAそ れ自体の問題が浮ぼりに

されたわけではない。もしTAが 行政府のな

かで制度化されていたならば,別 の問題が指

摘 されていただろう。現在の ところ,OTA

が行 うTAに 対する意見として,あ る時点に

おける技術的評価には優れているが,予 測が

十分でない とか,ま た政策分析に弱いなどの

批判もある。

とはい うものの,OTAか ら出る報告書に

対 しては,一 応の水準に達 しているという評

価が もっぱ らで,OTAは 議会 という政治世

界でその存在理由を立証 したと結論しても差

し据えないだろう。

V結 論一 「推進vs規 制」路線の放棄

アメリカにおけるTAの 制度化を評して,

それは結局のところ,反 科学技術の動きに乗

じて非専門家がそれまで専門家の聖域だった

領域に入ってくるのを封 じるために,体 制側

が一致協力 した結果であった,と いうふうな

解釈をする人がある。 また,そ こまで言い切

らな くて も,例 えば,D.デ ィクソンの見解

によると,TAは 政治的な対立を専門用語へ

と還元 し,民 主的な意思決定 よりも,テ クノ

クラー ト的な意思決定を有利にする手段 と考

えられたのであった。そのためアメリカ国立

科学アカデ ミーの報告書では私企業に対する

批判は意図的にやわらげられ,ま た指導的な

地位にあった科学者の多 くがTAを 支持 した

のである,と いうことになる(注12)。

確かに,OTA創 設への経過,お よび設立

後の数年間だけをみればその通 りであるが,

それはTAの 一面だけにす ぎない。すでにみ

た通 りアメリカにおけるTAは,科 学技術を

取 り巻 くいろいろなグループの利害関係を反

映させた結果であり,政 治の微妙なバランス

の うえに成 り立った ものなのである。TAが

議会という政治の駆け引 きの場で行われるか

ぎりにおいて,時 には評価の対象 となる科学

技術がそのテーマによって極めて不十分なも

のとならざるをえないことは大いにありうる。

実際のところ,Gibbons局 長自身,い ろい

ろな方面からそうした政治的圧力がかかって

くることを認めている。例えば,遺 伝子を組

み替えた微生物を野外実験で使用することの

安全性に関するOTAの 報告書に対 して,食

品 ・薬品局(FDA)の 高官か らクレームが

ついたり,ま たSDI(ス ター ・ウォーズ)に

関するTAは 国防省の要請で三章分がマル秘

扱いになった(注13)。しか し,そ うだか らと言

って,ア メリカにおけるTA全 体の試みに対

して,そ れは手かせ足かせ をはめられたもの

であるとして批判するのは,や は り的外れと

言わなければならない。

面白いことに,OTAは 創設か ら約20年 弱

が経過しようとしているが,TAの 一般的な

方法論なるものは確立されていない。彼 らに

とって抽象的な方法論 より,い かに優れた

TAを 個々の科学技術に対 して行 うのかのほ

うが大切なのであ り,新 しいプロジェクトが
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始まるたびに未知へのチ ャレンジが始まった

と解釈 されている。

さらに興味深いことは自然科学系の専門家

数の増減である。84年 には自然科学系 と社会

科学系の比は,三 対一であったが,現 在は

半々である。このような社会科学系の専門家

の増加は,ほ とんどが自然科学系である日本

のTAの 現状 と比較 した場合,大 きな意味を

もっていると言える。つまり,こ の傾向は科

学技術 を専門用語で固め,非 専門家には近づ

けないようにしようとする従来のや り方 と真

っ向から対立 しているからである。換言すれ

ば,科 学技術を専門内に閉 じこめ自分たちだ

けで意思決定をしようとしていることに対 し

て,も う一つのアプローチを提出していると

解釈できる。

くり返すまでもないと思われるが,科 学技

術 を取 り巻 く現状は,例 えば原発,あ るいは

脳死などにみられるごとく,テ ーマによって

は専門家同士の間で意見が鋭 く分かれ,激 し

く対立 している。その結果,そ こから派生す

る問題は解決されるどころかますます複雑に

なって行 き,わ れわれはいったいどういうふ

うな選択 をしてよいのかわからない。

普通,事 実は嘘をつかない,と される(注14)。

ということは,科 学的事実だけを扱 っている

専門家は,事 実に惑わされないはずである。

もし専門家同士の間で論争が起こったなら,

それはどちらかが間違っているのであ り,時

問の経過 とともに論争は一方の勝利 というか

たちで決着がつ くはずである。もちろん,そ

れは事実 を事実 として扱っているかぎりその

通 りである。しかし,人 間はたえず周囲の出

来事 を記号化 して好 きかってなコー ドを用い

て解読 しようとしてお り,そ の結果,よ く

「事実」 にだまされる。ただ探偵小説を読む

場合のように,す ぐに 「だまされた」とわか

れば,ま ったく問題はないのであるが,お う

おうにして 「事実」の記号化,お よび解釈 を

めぐって意見が分かれるのが常である。

例えば,泡 箱に記録された粒子の軌跡を見

て,あ る専門家はそれを新粒子の軌跡 と解釈

し,別 の専門家は既知の粒子 と判断するかも

しれない。それはこの 「事実」が記号 として

読まれるからにほかならないが,読 み方に違

いが生 じた場合,い かんともしがたい。 もし

「事実」の記号化と解釈する際のコー ド(理

論)の 使用においてなんらかの一般的な公式

が存在すれば,そ れを綿密にたどることによ

って互いに絡み合った糸をほどけるかもしれ

ない。しかし,残 念ながら,そ んな公式はど

こにもない。

ということは,も しシャーロック ・ホーム

ズが言 うように,わ れわれは通常,「事実に

あう説明を考えるよりも,説 明にあうように

事実 をね じまげて しまう」のであれば(注15),

立場の違 う人たちをできるだけ多 く集め,そ

れによって可能となる記号解釈の種類を提示

して もらうことではないだろうか。すなわち,

社会学者や人文学者の手 を借 りて開発途上の

科学技術を専門領域から解放 し,価 値観の相

違か ら生 じるいろいろな可能な解釈を列記 し

てみることではなかろうか。もしそうしたこ

とが可能 となるなら少人数のテクノクラー ト

による意思決定 も徐々に少なくなるのではあ

るまいか。

日米はともに同じようなハイテク国であり

なが ら日本には科学技術 を広い視野から評価

する機構はない。著者は,日 本 もアメリカの

真似 をしてTAを 制度化すべ きである,な ど

と主張する気持ちはもうとうないが,も っと

広い層を巻 き込んだかたちで科学技術を評価

する機構の創設は日本でも必要であると考え

ている。 しか し,こ れを推進vs規 制の観点

から行 うなら,す でに見たように再び失敗す

るにちがいない。何か新 しい観点からのTA

が必要であ り,そ のために,例 えば未熟な者

を育てあげるというふうな視点は導入できな

いだろうか。

われわれは,子 供たちが一人前の社会人と
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して成長するまでに相当の投資を行 う。それ

は,彼 らが未熟な存在であり,何 もしないで

社会のなかに放 り出してしまったら,い まま

で自分たちが努力 して築き上げてきたものを

潰 してしまうかもしれないという危惧をもっ

ているからであろう。しかるに,自 分たちが

生み出したもののひとつ,す なわち,子 供た

ちに対しては多大の投資を行 うのに,同 じく

生み出したもののひとつ,す なわち,科 学技

術 に対 しては,そ れが子供たち同様,将 来に

大きなインパクトをもっているにもかかわら

ず,何 もしようとしないのである。

日本はR&Dに 多額の投資をし,多 くの

ものを生み出しているが,生 み出 した結果に

対 して責任のある態度を取っていない。子供

と科学技術は単純には比較できないものの,

生み出したものを,そ のまま何 もしないで放

り出してしまうというのは,た んに無責任で

あるとのそしりを免れないばか りか,危 険な

のではあるまいか。

科学技術はけっして没価値的でも,ま た中

立的な存在でもなく,社 会制度,政 治制度の

なかでいろいろな姿に存在の有 り様 を変化 さ

せるものである。 ということは,不 可避的に

われわれは,複 数の解釈と直面せざるをえず,

「事実」をめぐる争いのなかに巻き込まれる

わけである。 しか し,こ うした過程 をへて初

めて科学技術の 「教育」が可能になるのであ

り,そ のためにわれわれは,い くつもの 「事

実」 を集めなければならないのである。それ

は非常に面倒なプロセスとなるだろうが,そ

こに日本の新 しいTAの 在 り方があるのでは

ないだろうか。
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